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１１．．ははじじめめにに  

 国立社会保障・人口問題研究所が 2023 年に公表した調査結果1によると、2020 年

の日本の総人口は 1 億 2,615 万人であった。出生中位推計2に基づけば、日本の総人

口は 2045 年には 1 億 880 万人、2056 年には 1 億人を割って 9,965 万人となり、2070

年には 8700 万人になると推計される。 

総務省統計局のデータ3によると、2024 年 10 月１日現在の総人口は１億 2380 万 2

千人で、前年に比べ 55 万人の減少となった。我が国の総人口は 2005 年に戦後初めて

前年を下回った後、2008 年にピークとなり、2011 年以降、14 年連続で減少している

（図 1）。 

出生児数は、第２次ベビーブーム期（1971 年～1974 年）以降は減少傾向が続いてお

り、2024 年は 71 万７千人で前年に比べ４万１千人の減少となった。一方、死亡者数

は、160 万７千人で前年に比べ１万２千人の増加となった。この結果、出生児数が死

亡者数を 89 万人下回り、18 年連続の自然減少となり、減少幅は拡大している。 

年齢３区分別にみると、15 歳未満人口は 1383 万人で前年に比べ 34 万３千人の減

少、15～64 歳人口は 7372 万８千人で前年に比べ 22 万４千人の減少、65 歳以上人口

は 3624 万 3 千人で前年に比べ１万７千人の増加となった。65 歳以上人口のうち 75

 
1 国立社会報奨・人口問題研究所（2023）『日本の将来推計人口-令和 3(2021)～52(2070)年－』 
2 将来の人口を推計する手法の一つ 
3 総務省統計局ホームページ 人口推計（2024 年（令和 6 年）10 月 1 日現在）結果の要約より 
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歳以上人口は 2077 万７千人で前年に比べ 70 万人の増加となった。総人口に占める割

合をみると、15 歳未満人口が 11.2％、15～64 歳人口が 59.6％、65 歳以上人口が

29.3％となった。前年に比べると、15 歳未満人口が 0.2 ポイント低下し、15～64 歳

人口が 0.1 ポイント上昇、65 歳以上人口が 0.2 ポイント上昇している。総人口に占

める割合の推移をみると、15 歳未満人口は、1975 年（24.3％）以降一貫して低下を

続け、2024 年（11.2％）は過去最低となっている。15～64 歳人口は、1982 年

（67.5％）以降上昇していたが、1992 年（69.8％）にピークとなり、その後は低下

を続け、2021 年及び 2022 年（59.4％）に過去最低となったものの、2024 年は

59.6％となっている。一方、65 歳以上人口は、1950 年（4.9％）以降一貫して上昇が

続いており、2024 年は 29.3％と過去最高となった。 

75 歳以上人口も 1950 年（1.3％）以降一貫して上昇が続いており、2024 年は前年に

比べ 0.7 ポイント上昇し、16.8％と過去最高となった。我が国では少子高齢化が進ん

でいる（図表１）。 

 

 

 

図表１：総人口の人口増減及び人口増減率の推移(1950 年～2024 年) 

出所：総務省統計局ホームページ 
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本稿では、全患者のうち 65 歳以上の高齢者が多くを占めるＴ診療所と、小児科専

門のＫこども診療所について経営分析を行なう。併せて、Ｔ診療所とＫこども診療所

の地域分析・年齢構成を検討する中で、少子高齢化社会に対応する経営戦略を考察す

る。Ｔ診療所とＫこども診療所は同一法人に属しており、いずれも地域の「かかりつ

け医」として急性期医療・慢性期医療・保健予防を担う無床診療所である。 

 

２２．．「「かかかかりりつつけけ医医」」ににつついいてて（（用用語語説説明明））  

日本医師会と四病院団体協議会（一般社団法人日本病院会、公益社団法人日本精神

科病院協会、一般社団法人日本医療法人協会、公益社団法人全日本病院協会）が

2013 年８月８日に合同提言として「医療提供体制のあり方」4を発出した。 

提言では、75 歳以上人口が急速に増加する 2025 年を見据えて「超高齢社会では、

高齢者の日常生活の不具合も含む早期発見、早期治療（対応）、長期にわたる慢性期

かつ複数疾患の医学的管理の必要性がさらに高まり、身近で頼りになる『かかりつけ

医』の役割、機能はますます重要になる。また、『かかりつけ医』には、国民の疾病

予防や健康管理を支える役割も担っている。」として、かかりつけ医の定義を「なん

でも相談できる上、最新の医療情報を熟知して、必要な時には専門医、専門医療機関

を紹介でき、身近で頼りになる地域医療、保健、福祉を担う総合的な能力を有する医

師」と記している。 

かかりつけ医の定義に、病院・診療所の区別はない。 

 

３３..研研究究対対象象のの概概要要  

33--11．．ＫＫ法法人人のの概概要要55  

 Ｔ診療所とＫこども診療所が属するＫ法人は 1956 年に設立され、近畿地方の政令

指定都市（Ｋ市）に本部を置く公益法人である。急性期・がん診療推進病院6の役割

を果たすＣ病院（411 床）の他、在宅医療や介護と連携した医療を進める 2 つの病院

（44 床・99 床）、地域のかかりつけ医としての機能をもつ 14 の診療所、居宅介護支

援事業所など、医療と介護の分野を総合的に展開している。看護師を養成するための

 
4 日本医師会・四病院団体協議会「医療提供体制のあり方 日本医師会・四病院団体協議会合同提言」 

（2013 年 8 月 8 日）https://www.med.or.jp/dl-med/teireikaiken/20130808.pdf 
5 Ｋ法人ホームページより 
6 都道府県のがん対策推進条例に基づき知事が指定する病院 
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出所：総務省統計局ホームページ 
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高等看護専門学校も併設している。全ての病院で個室を含めて差額ベッド代を徴収せ

ず、多くの事業所が一定の条件で患者の一部負担金を減額・免除する「無料低額診

療」7を実施している。同法人の主軸を担うＣ病院は旧建物の老朽化が進み、2019 年

11 月に直線距離で 2 キロメートル離れた現在の場所に新築移転をおこなった。法人

全体の 2025 年 3 月時点の常勤換算職員数は、医師が 170 名、看護師が 596 名、その

他職種が 773 名、計 1,539 名が所属している。同法人のすべての事業所は、地域住民

や患者・患者家族で構成される自主組織「健康友の会」と連携し、「住み続けられる

まちづくり活動」を行なっている。2025 年３月時点の同会会員数は 26,721 人とな

り、機関紙の定期発行、囲碁・将棋、ヨガなど計 15 のサークル活動、事業所の園芸

ボランティアを行なっている。Ｋ法人は、健康友の会会員を対象に医療に関する学習

会を開催するなど、Ｋ法人と健康友の会はパートナーシップの関係にある。 

 

33--22．．ＴＴ診診療療所所のの概概要要  

 Ｔ診療所は、2004 年 3 月にＣ病院から外来機能を分離・独立させる目的で開設し

た。外来機能分離の背景に、2000 年の診療報酬改定がある。この年の改定では、外

来の機能分化を目的に「外来診療料」が新設され、200 床以上の病院では外来管理加

算（当時 42 点）の廃止と基本診療行為（一部の検査・処置等）が包括となった。当

時すでにＣ病院は 300 床を擁していたため、診療報酬改定の影響を受け、外来部門の

収益は減少した。Ｋ法人は収益を確保するために、当時のＣ病院から約 200 メートル

離れた土地にＴ診療所を新規開設し、Ｃ病院の外来患者および外来部門に勤務する職

員はＴ診療所へ移った。開設当初のＴ診療所は外来診療に特化し、急性期・慢性期お

よびＣ病院の入院前検査等、Ｃ病院の外来機能の役割を担っていた。医療機器は、一

般撮影・ＣＴ・生理検査・生化学検査機器を整備し、診療科は、内科（一般外来・専

門外来）・外科・整形外科・皮膚科・泌尿器科・小児科・小児神経科・眼科・耳鼻

科・精神神経科を展開した。のちに健診センターを設置し、人間ドックや市町村の特

定健診の受け入れも開始した。 

小児科は 2010 年に閉鎖し、Ｋこども診療所に移管した。 

 2019 年 11 月、Ｃ病院が建物の老朽化に伴い 2 キロメートル離れた土地に新築移転

した。移転と同時に、Ｔ診療所の眼科・耳鼻科・小児神経科はＣ病院に移管された。 

 
7 社会福祉法第２条第３項９号に基づく制度、全国の約 700 施設で実施されている。(全国福祉医療施設協議会) 
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Ｔ診療所はＣ病院移転後も従来の場所に留まり、Ｃ病院の外来機能の役割は継続しつ

つ、地域のかかりつけ医としての機能を新たに目標に掲げた。 

 2020 年 2 月、Ｔ診療所は法人内のＳ診療所と統合した（Ｓ診療所は閉院）。統合に

より、訪問診療の契約者数は、統合前の 42 人から 240 人に増加し、１ヶ月の訪問回

数は 87 回から 424 回に５倍に増加した。COVID-19 の流行下では、外来・訪問診療と

もに陽性疑いや陽性患者の検査・治療・経過観察を行なった。予防接種も実施し、Ｃ

病院の外来機能だけでなく地域のかかりつけ医としての役割を発揮した。  

 

【2024 年度の事業内容】 

１．外来診療： 

一般内科、内分泌・糖尿病・生活習慣病外来、神経内科、呼吸器内科、 

消化器内科、循環器内科、腎臓内科、漢方外来、整形外科、泌尿器科、 

皮膚科、精神神経科 

 

２．在宅医療： 

訪問診療（内科、精神神経科、泌尿器科）、訪問看護（精神神経科）、 

訪問リハビリテーション、訪問栄養指導 

 

３．保健予防： 

健康診断、各種予防接種 

 

４．患者数他： 

外来診療：延べ患者数 79,903 人（2024 年度） 

訪問診療：契約者数    417 人（2024 年 3 月末時点） 

健康診断：受診者数   7,141 人（2024 年度） 

予防接種：延べ接種数   3,818 人（2024 年度） 

 

５．職員数（常勤換算）： 

97.8 人（2025 年 3 月末時点） 

医師：16.2 人、看護師・保健師：30.2 人、薬剤師：１人、 

診療放射線技師：３人、臨床検査技師：7.5 人、管理栄養士：２人 

精神保健福祉士・社会福祉士：4.1 人、事務：33.8 人 
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定健診の受け入れも開始した。 

小児科は 2010 年に閉鎖し、Ｋこども診療所に移管した。 

 2019 年 11 月、Ｃ病院が建物の老朽化に伴い 2 キロメートル離れた土地に新築移転

した。移転と同時に、Ｔ診療所の眼科・耳鼻科・小児神経科はＣ病院に移管された。 

 
7 社会福祉法第２条第３項９号に基づく制度、全国の約 700 施設で実施されている。(全国福祉医療施設協議会) 
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６．施設基準 厚生局届出項目（一部抜粋） 

時間外対応加算１、連携強化加算、外来感染対策向上加算、 

二次性骨折予防継続管理料 3、ＣＴ撮影及びＭＲＩ撮影、 

こころの連携指導料（Ⅱ）、外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ） 

強化型在宅療養支援診療所、在宅がん医療総合診療料、 

在宅時医学総合管理料又は特定施設入居時等医学総合管理料、 

 

33--33．．ＫＫここどどもも診診療療所所のの概概要要  

 2004 年 11 月、小児科専門の単科診療所として開設した。急性疾患、アレルギー等

の慢性疾患、予防接種、乳幼児健診、近隣の嘱託医契約保育施設の園児健診等に従事

している。 

開設当初はＴ診療所の小児科と並行して診療を行なったが、2010 年 10 月からＫ法

人の小児科外来センターの役割を担うこととなり診察室を拡張した。医師体制もそれ

までの管理者のみの１人体制から常勤医１名が加わり２名体制となり、看護師と事務

職員も常勤職員が１名ずつ増員となった。このタイミングでＴ診療所の小児科は閉鎖

となった。 

患者数は 2011 年度にピークを迎え、外来診療の延べ患者数は年間で 19,983 人、新

規患者数も年間 1,557 人となった（予防接種のみの新患は除く）。予防接種は 2014 年

度をピークに年間 14,951 本を接種した。 

2016 年頃から近隣の半径 500 メートル圏内に小児科専門クリニックの開業が続

き、徐々に患者数は減少し始めた。2019 年度の外来患者数は年間 14,335 人となり、

2020 年度は COVID-19 流行による受診控えが影響し、年間 8,910 人まで減少した。 

2023 年度には COVID-19 が感染症法8上の位置づけが 5 類感染症になり社会活動が

活発になったことで、再び外来患者数は年間 16,199 人まで回復した。しかし、2024

年度に外来患者数は再び年間 13,019 人に減少した。 

医療設備は尿一般・沈査、血液一般（CBC・CRP）、心電計、超音波診断装置を備

え、2024 年 11 月には院内処方から院外処方に切り替えた。また、開設当初からオン

ライン受付を取り入れ、COVID-19 の流行下の 2022 年度には、それまで到着後に保護

者が記入していた紙様式の問診表から事前のオンライン問診を採用するなど、待ち時

 
8 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 
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間短縮に取り組んだ。2024 年度に実施した患者満足度では、選ばれる理由の最も多

い理由として、オンライン受付とオンライン問診の回答があった。 

 

【2024 年度の事業内容】 

１．外来診療：小児科一般 

 

２．保健予防： 

生後 1 ヶ月健診、保育施設入所前健康診断、嘱託医保育施設の園児健診、等 

各種予防接種 

 

３．患者数他： 

外来診療：延べ患者数 13,019 人（2024 年度） 

健康診断：受診者数     176 人（2024 年度） 

予防接種：延べ接種数   7,130 人（2024 年度） 

 

４．職員数（常勤換算）： 

10 人（2025 年 3 月末時点） 

医師：1.7 人、看護師・助産師：4.4 人、事務：3.9 人 

 

５．施設基準 厚生局届出項目 

外来後発医薬品使用体制加算３、外来・在宅ベースアップ評価料Ⅰ 

 

４４..財財務務分分析析とと考考察察  

44--11..財財務務諸諸表表ととそそのの分分析析  

Ｋ法人は、2024 年度に物価・人件費等の高騰により費用が増加した。加えて、Ｃ

病院で看護師の離職による人員不足のため施設基準を満たすことが不可能となり 1 病

棟 40 床を閉鎖したことで収益が減少し、経営は悪化した。2024 年度の法人全体の経

常損益は▲８億 5,183 万円（予算差▲６億 1,282 千万円）、償却前経常損益は 1 億

488 万円（予算差▲６億 2,604 千万円）で予算を大きく下回った（図表２）。 

貸借対照表（図表３）では、流動資産の現預金残高は、期首 40 億 668 万円から期

末 22 億 3,384 万円に、約 17 億円の減少となった。2024 年度の１ヶ月あたりの平均
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までの管理者のみの１人体制から常勤医１名が加わり２名体制となり、看護師と事務

職員も常勤職員が１名ずつ増員となった。このタイミングでＴ診療所の小児科は閉鎖

となった。 

患者数は 2011 年度にピークを迎え、外来診療の延べ患者数は年間で 19,983 人、新

規患者数も年間 1,557 人となった（予防接種のみの新患は除く）。予防接種は 2014 年

度をピークに年間 14,951 本を接種した。 

2016 年頃から近隣の半径 500 メートル圏内に小児科専門クリニックの開業が続

き、徐々に患者数は減少し始めた。2019 年度の外来患者数は年間 14,335 人となり、

2020 年度は COVID-19 流行による受診控えが影響し、年間 8,910 人まで減少した。 

2023 年度には COVID-19 が感染症法8上の位置づけが 5 類感染症になり社会活動が

活発になったことで、再び外来患者数は年間 16,199 人まで回復した。しかし、2024

年度に外来患者数は再び年間 13,019 人に減少した。 

医療設備は尿一般・沈査、血液一般（CBC・CRP）、心電計、超音波診断装置を備

え、2024 年 11 月には院内処方から院外処方に切り替えた。また、開設当初からオン

ライン受付を取り入れ、COVID-19 の流行下の 2022 年度には、それまで到着後に保護

者が記入していた紙様式の問診表から事前のオンライン問診を採用するなど、待ち時
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事業収益が 14 億 4,500 万円であることから、月商倍率の 1.23 倍相当が減少してい

る。 

他に、長期性預金として定期預金を中心に 16 億 8,070 万円を保有しており、実質的

な現預金残高は 39 億 1,408 万円である。長期借入金残高は 109 億 4,194 万円から期

末 99 億 33 万円となり、100 億円を切った。特定協力借入金は期首 42 億 4,768 万円

から期末 40 億 3,232 万円となり、2 億 1,536 万円減少した。自己資本（純資産）は

期首 18 億 1,273 万円から期末８億 5,181 万円に減少した。自己資本比率は 7.6％か

ら 3.8%％に半分まで減少した。また、流動資産と流動負債の減少傾向が、流動比率

の悪化につながっている（図表４）。当期は 175%であり、前期末の 195%、前々期末の

243%から継続して低下している。流動比率の理想的な数値は一般的に 150-200%以上

とされているが、Ｋ法人は、その水準を下回るリスクが高まっている。この傾向が続

くと、短期的な資金繰りに問題が生じる可能性があり、財務状況を改善するための対

策が必要である。 

キャッシュ・フロー計算書（図表５）の分析では、事業活動によるキャッシュ・フ

ローは、前期は９億円以上のプラスであったが、当期は 3,424 万円まで減少してい

る。これは、本業での損失（当期純損失）が大きな要因であり、事業活動自体でキャ

ッシュを生み出せていない厳しい状態を示している。投資活動によるキャッシュ・フ

ローは、2024 年度は５億 3,000 万円のプラスとなっている。増加の要因は、預けて

いた基金５億 3,000 万円を解約したことである。財務活動によるキャッシュ・フロー

は、前期の▲3,900 万円から、当期は▲12.7 億円にマイナスが広がっている。これ

は、借入金返済が収入を上回ったこと（約定返済額５億円、繰り上げ返済額５億万

円、特定協力借入金の返済額４億円など）によるものである。Ｋ法人は、2024 年度

にそれまで借地であったＴ診療所の土地を購入した（約７億円）。 

これらの分析から、Ｋ法人はこれまでの財務的な余力を使って現状を維持している

が、このまま経営悪化の状態が続くと、経営を維持することは難しくなる。今後、費

用の見直し（特に材料費・人件費）や、収益源の再構築、本業での採算性向上が急務

である。  
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（千円） 

当期累計実績
金額 予算額 増減額 金額 増減額

事業収益 17,341,832 18,364,075 -1,022,243 17,290,283 51,549
事業費用 18,273,073 18,621,498 -348,425 18,200,984 72,089
事業損益 -931,241 -257,423 -673,818 -910,700 -20,541

 事業外収益 291,150 238,437 52,713 751,949 -460,799
 事業外費用 211,736 220,025 -8,289 224,644 -12,908
 支払利息 102,684 110,000 -7,316 109,814 -7,130

 診療費減免 103,326 106,752 -3,426 104,455 -1,129
 経常損益 -851,827 -239,011 -612,816 -383,396 -468,431

前期累計実績当期累計予算

図表２：Ｋ法人 2024 年度決算 損益計算書 

（出所：Ｋ法人資料をもとに著者作成） 

 

 

事業収益が 14 億 4,500 万円であることから、月商倍率の 1.23 倍相当が減少してい

る。 

他に、長期性預金として定期預金を中心に 16 億 8,070 万円を保有しており、実質的

な現預金残高は 39 億 1,408 万円である。長期借入金残高は 109 億 4,194 万円から期

末 99 億 33 万円となり、100 億円を切った。特定協力借入金は期首 42 億 4,768 万円

から期末 40 億 3,232 万円となり、2 億 1,536 万円減少した。自己資本（純資産）は

期首 18 億 1,273 万円から期末８億 5,181 万円に減少した。自己資本比率は 7.6％か

ら 3.8%％に半分まで減少した。また、流動資産と流動負債の減少傾向が、流動比率

の悪化につながっている（図表４）。当期は 175%であり、前期末の 195%、前々期末の

243%から継続して低下している。流動比率の理想的な数値は一般的に 150-200%以上

とされているが、Ｋ法人は、その水準を下回るリスクが高まっている。この傾向が続

くと、短期的な資金繰りに問題が生じる可能性があり、財務状況を改善するための対

策が必要である。 

キャッシュ・フロー計算書（図表５）の分析では、事業活動によるキャッシュ・フ

ローは、前期は９億円以上のプラスであったが、当期は 3,424 万円まで減少してい

る。これは、本業での損失（当期純損失）が大きな要因であり、事業活動自体でキャ

ッシュを生み出せていない厳しい状態を示している。投資活動によるキャッシュ・フ

ローは、2024 年度は５億 3,000 万円のプラスとなっている。増加の要因は、預けて

いた基金５億 3,000 万円を解約したことである。財務活動によるキャッシュ・フロー

は、前期の▲3,900 万円から、当期は▲12.7 億円にマイナスが広がっている。これ

は、借入金返済が収入を上回ったこと（約定返済額５億円、繰り上げ返済額５億万

円、特定協力借入金の返済額４億円など）によるものである。Ｋ法人は、2024 年度

にそれまで借地であったＴ診療所の土地を購入した（約７億円）。 

これらの分析から、Ｋ法人はこれまでの財務的な余力を使って現状を維持している

が、このまま経営悪化の状態が続くと、経営を維持することは難しくなる。今後、費

用の見直し（特に材料費・人件費）や、収益源の再構築、本業での採算性向上が急務

である。  
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図表３：Ｋ法人 貸借対照表（2025 年 3 月 31 日現在） 

（出所：Ｋ法人資料） 

貸借対照表 （2025 年 3 月 31 日現在） 
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図表３：Ｋ法人 貸借対照表（2025 年 3 月 31 日現在） 

（出所：Ｋ法人資料） 

貸借対照表 （2025 年 3 月 31 日現在） 
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図表４：Ｋ法人 流動比率グラフ（2025 年 3 月 31 日現在） 

（出所：Ｋ法人資料） 
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キャッシュ・フロー計算書  （単位：千円） 

図表５：Ｋ法人 キャッシュ・フロー計算書 

2024 年度：2024 年 4 月 1 日～2025 年 3 月 31 日 

2023 年度：2023 年 4 月 1 日～2024 年 3 月 31 日 

（出所：Ｋ法人資料） 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

図表４：Ｋ法人 流動比率グラフ（2025 年 3 月 31 日現在） 

（出所：Ｋ法人資料） 
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Ｔ診療所は、Ｃ病院が移転した 2019 年度を機に収益構造は大きく変化した。 

外来診療は、眼科、耳鼻科、小児神経科、その他一部の外来部門がＣ病院へ移動した

ことで患者数が減少した。2019 年１月の外来延べ患者数は 9,971 人だったが、2020

年１月は 7,255 人となり、2,716 人減少した。（図表６） 

 

 

 

 

 

2020 年２月にＳ診療所と統合したことで、2020 年３月末時点の訪問診療の契約者

数は 245 人となり、統合前の 45 人から 200 人増加した。1 ヶ月あたりの訪問回数は

86 回から 411 回へ約５倍に増えた。その後、契約者数は、2020 年度末に 300 人、

2021 年度末に 331 人、2022 年度末に 350 人、2023 年度末に 405 人、2024 年度末に

417 人となり、５年で 172 人増加した。 

外来患者の減少と訪問診療の契約者数増加に伴い、外来診療収益が事業収益全体に

占める割合は、2018 年度の 84.3％から 2019 年度以降は徐々に低下し、2024 年度は

53.6％となった。一方、在宅診療収益が事業収益全体に占める割合は、2018 年度の

1.4％から 2024 年度は 27.4％まで上昇した。また、在宅診療収益と連動して居宅療

養管理指導9の算定も増加したことで介護収益も増加し、介護収益が事業収益全体に

占める割合は、2018 年度の 1.7％から 2024 年度は 4.5％となった。健康診断は、

2018 年度の 10.3％から 2024 年度は 12.5％へ 2.3％上昇、予防接種は 2018 年度の

1.6％から 2.0％へ 0.4％上昇した。 

収益の変化（2018 年度と 2024 年度の比較）を見ると、事業収益は 2018 年度の 11

億 8,704 万円から 2024 年度には 12 億 7,331 万円へ、約７％増加した。 

 
9 要介護状態となった場合でも、利用者が可能な限り居宅で、有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるよう、医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士又は歯科衛生士等が、通院が困難な利用者（管理栄養士及び歯

科衛生士等については通院または通所が困難な利用者）の居宅を訪問して、心身の状況、置かれている環境等を

把握し、それらを踏まえて療養上の管理及び指導を行うことにより、その者の療養生活の質の向上を図るもの。 

（厚生労働省 社会保障審議会 介護給付費分科会（第 220 回）2023 年 7 月 24 日 資料 5） 

内科一般 内科専門 外科 小児神経 整形 物療 精神科 皮膚科 泌尿器 耳鼻 眼科 合計

2019年1月 2,087 3,025 431 138 1,800 305 792 181 512 235 465 9,971

2020年1月 1,537 2,508 194 0 1,545 296 746 118 311 0 0 7,255

増減 ▲ 550 ▲ 517 ▲ 237 ▲ 138 ▲ 255 ▲ 9 ▲ 46 ▲ 63 ▲ 201 ▲ 235 ▲ 465 ▲ 2,716

（単位：人）

図表６：Ｔ診療所 診療科別・外来延べ患者数の変化 

（出所：Ｔ診療所の資料に基づき、著者作成） 
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外来診療収益は 2018 年度の 10 億 54 万円から 2024 年度は 6 億 8,271 万円に、32％減

少した。在宅通院収益は、2018 年度の約 1,679 万円から 2024 年度には 3 億 4,948 万

円へ増加した。介護収益は、2,053 万円から 5,747 万円へ 180％増加した。 

費用と利益の変化では、事業費用は約 2018 年度の 11 億 4,591 万円から 12 億

3,457 万円へ８％増加している。中でも、人件費が７億 6,285 万円から８億 3,303 万

円へ 9％増加しており、費用増加の主な要因となっている。経常利益は 2018 年度の

1,775 万円から 2024 年度は 1,807 万円に２％増加したが、利益率は 2018 年度の

1.5％から 2024 年度は 1.4％に低下している。経常利益率や材料費比率の低下とは裏

腹に、人件費率と委託費比率が、それぞれ 1.2％と 0.4％上昇していることから、売

上は増加しているものの、費用の伸びがそれを上回っており、特に人員に係る費用の

増加が利益率を圧迫していると言える。（図表７） 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

Ｔ診療所は、Ｃ病院が移転した 2019 年度を機に収益構造は大きく変化した。 

外来診療は、眼科、耳鼻科、小児神経科、その他一部の外来部門がＣ病院へ移動した

ことで患者数が減少した。2019 年１月の外来延べ患者数は 9,971 人だったが、2020

年１月は 7,255 人となり、2,716 人減少した。（図表６） 

 

 

 

 

 

2020 年２月にＳ診療所と統合したことで、2020 年３月末時点の訪問診療の契約者
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占める割合は、2018 年度の 1.7％から 2024 年度は 4.5％となった。健康診断は、

2018 年度の 10.3％から 2024 年度は 12.5％へ 2.3％上昇、予防接種は 2018 年度の

1.6％から 2.0％へ 0.4％上昇した。 

収益の変化（2018 年度と 2024 年度の比較）を見ると、事業収益は 2018 年度の 11

億 8,704 万円から 2024 年度には 12 億 7,331 万円へ、約７％増加した。 

 
9 要介護状態となった場合でも、利用者が可能な限り居宅で、有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるよう、医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士又は歯科衛生士等が、通院が困難な利用者（管理栄養士及び歯

科衛生士等については通院または通所が困難な利用者）の居宅を訪問して、心身の状況、置かれている環境等を

把握し、それらを踏まえて療養上の管理及び指導を行うことにより、その者の療養生活の質の向上を図るもの。 

（厚生労働省 社会保障審議会 介護給付費分科会（第 220 回）2023 年 7 月 24 日 資料 5） 

内科一般 内科専門 外科 小児神経 整形 物療 精神科 皮膚科 泌尿器 耳鼻 眼科 合計

2019年1月 2,087 3,025 431 138 1,800 305 792 181 512 235 465 9,971

2020年1月 1,537 2,508 194 0 1,545 296 746 118 311 0 0 7,255

増減 ▲ 550 ▲ 517 ▲ 237 ▲ 138 ▲ 255 ▲ 9 ▲ 46 ▲ 63 ▲ 201 ▲ 235 ▲ 465 ▲ 2,716

（単位：人）

図表６：Ｔ診療所 診療科別・外来延べ患者数の変化 

（出所：Ｔ診療所の資料に基づき、著者作成） 
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図表７：Ｔ診療所 2018 年度と 2024 年度の損益計算と増減 

（出所：Ｔ診療所の資料に基づき、著者作成） 

金額 事収比 金額 事収比 金額 比率

外来通院収益 1,000,536 84.3 682,711 53.6 ▲ 317,825 68%

在宅訪問収益 16,787 1.4 349,482 27.4 332,695 2082%

健診活動収益 122,271 10.3 159,465 12.5 37,194 130%

予防接種収益 18,653 1.6 25,037 2.0 6,384 134%

その他の医業収益 10,197 0.9 2,378 0.2 ▲ 7,819 23%

査定減（医業収益） ▲ 1,937 ▲ 0.2 ▲ 3,242 ▲ 0.3 ▲ 1,305 167%

（医業収益計） 1,166,507 98.3 1,215,831 95.5 49,324 104%

その他の介護収益 2,492 0.2 2,887 0.2 395 116%

（介護収益計） 20,533 1.7 57,465 4.5 36,932 280%

その他事業収益 0 0.0 14 0.0 14

【事業収益合計】 1,187,039 100.0 1,273,309 100.0 86,270 107%

人件費 762,847 64.3 833,031 65.4 70,184 109%

材料費 158,495 13.4 149,613 11.7 ▲ 8,882 94%

委託費 42,630 3.6 50,513 4.0 7,883 118%

経費 99,389 8.4 116,562 9.2 17,173 117%

減価償却費 43,700 3.7 35,651 2.8 ▲ 8,049 82%

リ－ス料 2,609 0.2 42 0.0 ▲ 2,567 2%

控除対象外消費税 20,404 1.7 31,032 2.4 10,628 152%

本部費 15,837 1.3 18,125 1.4 2,288 114%

【事業費用合計】 1,145,910 96.5 1,234,569 97.0 88,659 108%

【事業損益】 41,129 3.5 38,740 3.0 ▲ 2,389 94%

【事業外収益】 4,169 0.4 2,026 0.2 ▲ 2,143 49%

【事業外費用】 27,549 2.3 22,698 1.8 ▲ 4,851 82%

支払利息 4,488 0.4 3,572 0.3 ▲ 916 80%

診療費減免 22,927 1.9 19,126 1.5 ▲ 3,801 83%

【経常損益】 17,749 1.5 18,068 1.4 319 102%

【特別利益】 0 0.0 377 0.0 377

【当期純損益】 17,749 1.5 18,446 1.4 697 104%

償却前経常損益 61,449 5.2 53,719 4.2 ▲ 7,730 87%

人件費比率 64.3% 65.4% 1.2%

材料費比率 13.4% 11.7% -1.6%

委託費比率 3.6% 4.0% 0.4%

経常利益率 1.5% 1.4% -0.1%

償却前経常利益率 5.2% 4.2% -1.0%

単位：千円

増減

損益計算書　【　Ｔ診療所　】

2018年度 2024年度 増減

2018年度 2024年度

－ 48 －



商大ビジネスレビュー 2025 AUT.

 

 

次に、保険者別の保険請求額の変化を見ると、社会保険は 2015 年から 2025 年にか

けて、請求額は 2,606 万円から 2,054 万円 へ約 551 万円（21.2%）減少している。 

国民健康保は、2015 年から 2025 年にかけて、請求額は 2,357 万円から 1,462 万円 

へと 約 895 万円（38%）減少している。後期高齢者医療保険は、2015 年から 2025 年

にかけて、請求額は 2,395 万円から 3,967 万円 へと約 1,571 万円（65.6%）増加 し

ている。労働世代が多く加入する社会保険と国民健康保険からの収益が減少する一

方、主に 75 歳以上の高齢者が加入する後期高齢者医療保険からの収益は増加してい

る。（図表８） 

 

 

 

  

保険診療の保険者別収益の構成比は、社会保険が 2015 年の 35.4％から 2025 年は

27.4％へ８％低下、国民健康保険は 32.0％から 19.5％へ 12.5％低下した。一方、後

期高齢者医療保険の割合は、2015 年の 32.6％から 2025 年は 53.0％へ 20.4％上昇し

ている。（図表９） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

図表８：Ｔ診療所 保険者別請求額の変化 

（出所：Ｔ診療所の資料に基づき、著者作成） 

（金額単位：円）
保険請求額 2015年4月 2025年4月 増減額

社会保険 26,062,734 20,543,077 ▲ 5,519,657
国⺠健康保険 23,579,242 14,626,925 ▲ 8,952,317

後期高齢者医療保険 23,958,944 39,675,319 15,716,375

 

 

  

  

図表７：Ｔ診療所 2018 年度と 2024 年度の損益計算と増減 

（出所：Ｔ診療所の資料に基づき、著者作成） 

金額 事収比 金額 事収比 金額 比率

外来通院収益 1,000,536 84.3 682,711 53.6 ▲ 317,825 68%

在宅訪問収益 16,787 1.4 349,482 27.4 332,695 2082%

健診活動収益 122,271 10.3 159,465 12.5 37,194 130%

予防接種収益 18,653 1.6 25,037 2.0 6,384 134%

その他の医業収益 10,197 0.9 2,378 0.2 ▲ 7,819 23%

査定減（医業収益） ▲ 1,937 ▲ 0.2 ▲ 3,242 ▲ 0.3 ▲ 1,305 167%

（医業収益計） 1,166,507 98.3 1,215,831 95.5 49,324 104%

その他の介護収益 2,492 0.2 2,887 0.2 395 116%

（介護収益計） 20,533 1.7 57,465 4.5 36,932 280%

その他事業収益 0 0.0 14 0.0 14

【事業収益合計】 1,187,039 100.0 1,273,309 100.0 86,270 107%

人件費 762,847 64.3 833,031 65.4 70,184 109%

材料費 158,495 13.4 149,613 11.7 ▲ 8,882 94%

委託費 42,630 3.6 50,513 4.0 7,883 118%

経費 99,389 8.4 116,562 9.2 17,173 117%

減価償却費 43,700 3.7 35,651 2.8 ▲ 8,049 82%

リ－ス料 2,609 0.2 42 0.0 ▲ 2,567 2%

控除対象外消費税 20,404 1.7 31,032 2.4 10,628 152%

本部費 15,837 1.3 18,125 1.4 2,288 114%

【事業費用合計】 1,145,910 96.5 1,234,569 97.0 88,659 108%

【事業損益】 41,129 3.5 38,740 3.0 ▲ 2,389 94%

【事業外収益】 4,169 0.4 2,026 0.2 ▲ 2,143 49%

【事業外費用】 27,549 2.3 22,698 1.8 ▲ 4,851 82%

支払利息 4,488 0.4 3,572 0.3 ▲ 916 80%

診療費減免 22,927 1.9 19,126 1.5 ▲ 3,801 83%

【経常損益】 17,749 1.5 18,068 1.4 319 102%

【特別利益】 0 0.0 377 0.0 377

【当期純損益】 17,749 1.5 18,446 1.4 697 104%

償却前経常損益 61,449 5.2 53,719 4.2 ▲ 7,730 87%

人件費比率 64.3% 65.4% 1.2%

材料費比率 13.4% 11.7% -1.6%

委託費比率 3.6% 4.0% 0.4%

経常利益率 1.5% 1.4% -0.1%

償却前経常利益率 5.2% 4.2% -1.0%

単位：千円

増減

損益計算書　【　Ｔ診療所　】

2018年度 2024年度 増減

2018年度 2024年度
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図表９：Ｔ診療所 保険者別構成比の変化 

（出所：Ｔ診療所の資料に基づき、著者作成） 
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Ｋこども診療所は、2004 年の開設以降、小児科専門診療所として事業を展開して

いる。2010 年 10 月にＴ診療所の小児科を統合した際に診察室を拡張し、医師・看護

師・事務職員を増員した。 外来患者数は、2016 年度の 18,603 人をピークに減少

し、COVID-19 の感染が拡大した 2020 年度は年間 8,910 人まで落ち込んだ。その後再

び患者数は増加し、2023 年度は 16,199 人まで回復したが、2024 年度は再び減少とな

っている。（図表 10） 

 

 

 

 

 

保険診療における新規患者数は、2015 年度は年間 1,238 人で、毎月 100 人を超え

る新規患者が訪れていた。その後徐々に減少し、2020 年度に大きく落ち込んだ後も

回復が遅く、2024 年度は 603 人となり、10 年間で半数まで減少した。地域における

新規患者の獲得が難しくなっていることを示唆している。（図表 11）  

  

  

  

  

  

図表 10：Ｋこども診療所 外来延べ患者数の推移（予防接種除く） 

（出所：Ｋこども診療所の資料に基づき、著者作成） 
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図表９：Ｔ診療所 保険者別構成比の変化 

（出所：Ｔ診療所の資料に基づき、著者作成） 
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予防接種は、2018 年度の 14,248 本から 2024 年度は 7,130 本へ、▲7,118 本減少し

た。（図表 12）。 
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図表 12：Ｋこども診療所 予防接種 実施本数 

（出所：Ｋこども診療所の資料に基づき、著者作成） 

図表 11：Ｋこども診療所 新規患者数 

（出所：Ｋこども診療所の資料に基づき、著者作成） 
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減少の要因として、乳児を対象とした定期接種のひとつである４種混合ワクチン10

が、2024 年４月から５種混合ワクチン11となったことが影響しているが、本数の減少

だけでなく予防接種収益も減少している。（図表 13） 

 

 

  

損益計算書 【 Ｋこども診療所 】 

単位：千円 

  
2018 年度 2024 年度 増減 

金額 事収比 金額 事収比 金額 比率 

外来通院収益 111,417 52.2 80,034 54.6 ▲ 31,383 72% 

健診活動収益 480 0.2 832 0.6 352 173% 

予防接種収益 99,242 46.5 62,426 42.6 ▲ 36,816 63% 

その他の医業収益 2,277 1.1 3,539 2.4 1,262 155% 

査定減（医業収益） ▲ 39 -0.0 ▲ 321 -0.2 ▲ 282 823% 

【事業収益合計】 213,377 100.0 146,509 100.0 ▲ 66,868 69% 

人件費計 93,942 44.0 86,183 58.8 ▲ 7,759 92% 

材料費計 72,775 34.1 48,838 33.3 ▲ 23,937 67% 

委託費 2,858 1.3 2,725 1.9 ▲ 133 95% 

経費計 20,409 9.6 16,638 11.4 ▲ 3,771 82% 

減価償却費 1,874 0.9 893 0.6 ▲ 981 48% 

リ－ス料 33 0.0 0 0.0 ▲ 33 0% 

控除対象外消費税 7,279 3.4 6,218 4.2 ▲ 1,061 85% 

本部費 2,945 1.4 2,042 1.4 ▲ 903 69% 

【事業費用合計】 202,115 94.7 163,536 111.6 ▲ 38,579 81% 

【事業損益】 11,262 5.3 ▲ 17,028 -11.6 ▲ 28,290 -151% 

【事業外収益】 4,631 2.2 122 0.1 ▲ 4,509 3% 

【事業外費用】 265 0.1 47 0.0 ▲ 218 18% 

診療費減免 265 0.1 47 0.0 ▲ 218 18% 

 
10 １本の注射で、ジフテリア・百日咳・破傷風・ポリオの４つの感染症を予防する効果があるもの 
11 ４種混合ワクチンに、ヒブワクチン（インフルエンザ菌 b 型）の予防効果を加えたもの 

図表 13：Ｋこども診療所 損益計算書と分析 

（出所：Ｋこども診療所の資料に基づき、著者作成） 

 

 

  

  

  

  

予防接種は、2018 年度の 14,248 本から 2024 年度は 7,130 本へ、▲7,118 本減少し

た。（図表 12）。 
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図表 12：Ｋこども診療所 予防接種 実施本数 

（出所：Ｋこども診療所の資料に基づき、著者作成） 

図表 11：Ｋこども診療所 新規患者数 

（出所：Ｋこども診療所の資料に基づき、著者作成） 
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【経常損益】 15,627 7.3 ▲ 16,952 -11.6 ▲ 32,579 -108% 

【特別損失】 0 0.0 161 0.1 161  

【当期純損益】 15,627 7.3 ▲ 17,113 -11.7 ▲ 32,740 -110% 

償却前経常損益 17,501 8.2 ▲ 16,059 -11.0 ▲ 33,560 -92% 

       

  2018 年度 2024 年度 増減 

人件費比率 44.0%   58.8%  14.8%   

材料費比率 77.5%   56.7%  -20.8%   

委託費比率 3.9%   5.6%  1.7%   

経常利益率 7.3%   -11.6%  -18.9%   

償却前経常利益率 8.2%   -11.0%   -19.2%   

  

 

事業収益合計は、2018 年度の２億 1,338 万円から、2024 年度は１億 4,651 万円に

6,687 万円減少した。収益が減少した要因は、主に外来通院収益（▲3,183 万円）と

予防接種収益（▲3,682 万円）の減少である。事業費用合計も減少しているが、収益

の減少幅に追いついておらず、その結果、事業費用比率が 94.7%から 111.6%へと悪化

し、収益が費用を下回った。中でも、人件費比率は 44.0%から 58.8%に上昇してお

り、収益に対する人件費の負担が重くなっている。2024 年度の経常利益は赤字とな

った。 

 

５５..地地域域分分析析とと考考察察  

Ｋ市の人口は、2004 年の 1,468,401 人から 2024 年には 1,437,377 人へ、約 3.1 万

人減少している（▲２％）。徐々にではあるが、人口減少が進んでいる（図表 14）。 

年代別では、14 歳以下の人口は 23％減少、25-34 歳は 28％減少と、特に若年層や

子育て世代の人口が大幅に減少している。45-54 歳の人口は 23％増加している。これ

は、団塊ジュニア世代12など、特定の年齢層がこの年代に達したためと考えられる。

一方の 75-84 歳は 80％増加、85 歳以上は 129％増加と、高齢者人口が急増してお

り、Ｋ市は、少子高齢化が急速に進んでいる典型的な都市であると言える。若年層・

 
12 1947 年から 1950 年の団塊世代の子ども世代であり、1971-75 年生まれの世代。2040 年には 65-69 歳になる。 

 団塊世代に並んで人数が多い。（国立社会保障・人口問題研究所） 
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生産年齢人口が減少する一方で、高齢者人口が急増しており、特にＫこども診療所に

とっては、子どもの人口減少が経営上の大きな逆風となっている。Ｋこども診療所の

ような小児のみを対象とする医療機関にとっては顧客基盤の縮小に直結する深刻な課

題である。 

財政面で見ると、Ｋ市においては、今後、医療・介護サービスの需要が増大し、社

会保障費の負担が重くなることが考えられる。 

 

 

 

Ｋ市内、全人口の年代別推移 

市内全体  ２００４年(人)   ２０２４年(人)  増減  増減比  

14 歳以下 179,394 137,958 ▲ 41,436 77% 

15-24 歳 206,941 177,920 ▲ 29,021 86% 

25-34 歳 226,217 161,992 ▲ 64,225 72% 

35-44 歳 183,766 156,589 ▲ 27,177 85% 

45-54 歳 171,721 210,561 38,840 123% 

55-64 歳 214,198 183,596 ▲ 30,602 86% 

65-74 歳 157,468 160,362 2,894 102% 

75-84 歳 93,885 168,691 74,806 180% 

85 歳以上 34,811 79,708 44,897 229% 

合計 1,468,401 1,437,377 ▲ 31,024 98% 

 

 

 

Ｔ診療所が立地するＮ区は、合計人口が９％増加しており、「14 歳以下」の人口も

３％増加している。また、子育て世代にあたる「35-44 歳」も７％増加しており、Ｋ

市全体の流れとは逆に、高齢化が進みにくい地域と言える（図表 15）。 

Ｔ診療所の患者の多くを後期高齢者が占めていることから、Ｔ診療所は若者や子育

て世代の新規患者を増やさなければ事業の継続はできない。高齢患者への訪問診療の

図表 14： Ｋ市の年代別の人口推移 

出所：Ｋ市のポータルサイトデータをもとに著者作成 
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対応と合わせて、立地を活かして、若者や子育て世代のニーズに対応する事業展開が

必要である。 

 

 

 

 

 

 Ｋこども診療所が立地するＵ区は、総人口が２％増加しているものの、診療所の

主要なターゲット層である「14 歳以下」の人口が 21％減少している。これは、Ｋこ

ども診療所の経営分析で見られた、延べ患者数・新規患者数の減少と一致している。

一方の 75 歳以上の高齢者層の人口は急増しており、地域全体の人口構造が大きく高

齢化にシフトしている。（図表 16） 

このデータは、Ｋこども診療所の経営不振の主要因が、立地する地域の人口構造の

変化にあることを示唆している。Ｋこども診療所の経営を改善するには、地域人口の

高齢化に対応するため、診療所のサービス内容を見直すか、新たなターゲット層

（例：成人の診療、予防接種、健康診断など）を開拓する必要性が考えられる。現状

Ｔ 診療所が立地する、Ｋ市Ｎ区の年代別人口推移 

Ｎ 区  ２００４年(人)   ２０２４年(人)  増減  増減比  

14 歳以下 10,114 10,381 267 103% 

15-24 歳 14,388 12,832 ▲ 1,556 89% 

25-34 歳 16,851 15,290 ▲ 1,561 91% 

35-44 歳 13,180 14,063 883 107% 

45-54 歳 11,719 17,172 5,453 147% 

55-64 歳 13,889 13,960 71 101% 

65-74 歳 11,295 11,073 ▲ 222 98% 

75-84 歳 7,344 10,610 3,266 144% 

85 歳以上 2,681 5,402 2,721 201% 

合計 101,461 110,783 9,322 109% 

図表 15： Ｋ市Ｎ区の年代別の人口推移 

出所：Ｎ市のポータルサイトデータをもとに著者作成 
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の事業内容で集患努力をするだけでなく、外部環境の変化に合わせた戦略的な対応が

求められる。 

 

 

 

Ｋこども診療所が立地する、Ｋ市Ｕ区の年代別人口推移 

Ｕ区  ２００４年(人)   ２０２４年(人)  増減  増減比  

14 歳以下 25,238 20,057 ▲ 5,181 79% 

15-24 歳 26,003 21,791 ▲ 4,212 84% 

25-34 歳 29,488 20,803 ▲ 8,685 71% 

35-44 歳 25,707 21,829 ▲ 3,878 85% 

45-54 歳 22,763 29,684 6,921 130% 

55-64 歳 29,036 26,455 ▲ 2,581 91% 

65-74 歳 21,745 22,516 771 104% 

75-84 歳 11,646 23,913 12,267 205% 

85 歳以上 4,072 11,591 7,519 285% 

合計 195,698 198,639 2,941 102% 

 

 

６６..結結論論とと今今後後のの課課題題  

Ｋ法人とＴ診療所およびＫこども診療所の経営分析と地域分析を行なった結果、そ

れぞれの組織が抱える課題は、相互に組み合わせることで解決の道が拓かれると考え

る。 

Ｋこども診療所は、今でも毎月 1,000 人近い延べ患者数を確保できているが、地域

の人口構造から見て、小児のみを対象とした事業の継続は困難と言える。しかし、今

から成人を対象とした事業を新たに展開するとした時、Ｔ診療所と距離にして 1 キロ

メートルの距離であることから、患者の取り合いが発生する。さらには、今のＫ法人

図表 16： Ｋ市Ｕ区の年代別の人口推移 

出所：Ｎ市のポータルサイトデータをもとに著者作成 
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の経営状況では医療機器の整備など投資は困難である。既存の建物や医療機能が整っ

た場所に移転すれば、内科の患者の供給源としての役割を発揮できると考える。 

Ｔ診療所は、現在、多くの高齢者のかかりつけ医として事業を行ない、医療保険収

益の約半分（53％）を後期高齢者が占めている。５年後・10 年後も事業を継続する

ためには、若者や子育て世代といった新たな顧客（新規患者）の獲得が急務である。

そのためには、高齢化が進みにくいといった地域の特性を活かし、小児科や婦人科の

ように若者・子育て世代に対応した診療科の設置をすることが効果的と考える。 

ここで考えられる経営戦略は、Ｋこども診療所をＴ診療所に統合することである。 

Ｔ診療所にとって、将来の内科や訪問診療の患者の供給源とも言える小児科の設置

は、事業継続の強みとなる。また、Ｋこども診療所とＴ診療所の立地距離から考え

て、Ｋこども診療所の患者を一定数引き継ぐことができることも、Ｔ診療所にとって

大きなメリットである。 

さらに、法人全体で見ても、Ｋこども診療所で発生している建物や駐車場の賃借

料・清掃等の委託費・管理者の設置に係る人件費など固定費の削減が可能になり、利

益率の上昇が期待できる。統合にかかる初期費用も、Ｔ診療所にはすでに一定の医療

機器が備わっており、新たな投資は最小限に抑えることができる。これは、新規患者

の獲得と費用圧縮が課題のＫこども診療所と、財務基盤が弱体化し新たな投資を抑え

つつも増収が求められているＫ法人の課題と一致している。 

 今後の少子高齢化社会とさらにその先にある人口構成に対応するための戦略とし

て、地域の特性やニーズに合った内容で、年齢にとらわれない事業を展開することが

Ｋ法人にとって重要である。ただし、Ｋ法人には、他にも課題が多く残っている。 

医療と介護の連携促進、医科歯科連携、会員の高齢化で縮小傾向にある友の会の課題

など、今ある強みを活かし地域に貢献できる組織づくりが急務であると考えられる。 

 

 

謝辞 

 本稿を作成するにあたり、兵庫県立大学大学院社会科学研究科 井出健二郎教授、

木下隆志教授、貝瀬徹教授より丁寧かつ熱心なご指導を賜りましたことに感謝の意を

表します。また、兵庫県立大学大学院社会科学研究科の医療・介護マネジメントコー

スの教員、諸先輩、同期の皆様へも、重ねて感謝の意を表します。 

 

 

－ 58 －



商大ビジネスレビュー 2025 AUT.

 

 

参参考考文文献献  

［1］ 大隅朋生 (2024).『特集 小児科医のキャリア･デザイン～｢こども臨床｣の魅力を

語る。さまざまな活躍の魅力を語る～各論② 在宅医療の魅力と可能性-小児科医

としてのキャリアを振り返って』 小児内科 56(1): 112-116.  

［2］ 笹岡大史 (2024)『地域における多職種連携のコツ』循環器ジャーナル 72(1): 

73-79. 

［3］ 左右田裕生 (2016)『黒字病院群と赤字病院群の比較による財務特性と経営指標の

有用性に関する研究 : 社会福祉法人済生会病院群での検証』 商大ビジネスレビ

ュー = Shodai business review 6(2): 159-179. 

［4］ 田中秀朋 (2022)『中国武漢から新型コロナウイルスが日本にやってきた! : 小児

科待合室から患者さんが消えた。存亡の危機に,私たちは何をしたか?』 外来小児

科 = The journal of ambulatory and general pediatrics 25(1): 47-49.  

［5］ 二木立 (2024)『二木教授の医療時評(その 221)日本の診療所は非効率で集約が必

要か? : 財政審「建議」の新説の検討.』 文化連情報(556): 36-41. 

［6］ 原佳代 (2018)『地域包括ケアシステムにおける診療所の役割と経営戦略』 商大

ビジネスレビュー = Shodai business review 8(2): 155-182. 

［7］ 藤原新吾 (2016) 『地域包括ケアシステムにおける社会医療法人の役割と経営戦

略』商大ビジネスレビュー = Shodai business review 6(2): 199-223. 

 

 

引引用用ホホーームムペペーージジ  

［1］厚生労働省「かかりつけ医」 

   https://kakarikata.mhlw.go.jp/kakaritsuke/motou.html 

（2025 年 8 月 2 日アクセス） 

［2］日本医師会 ニュースポータルサイト 

  「地域における面としてのかかりつけ医機能 ～かかりつけ医機能が発揮される制度

整備に向けて～（第 1 報告）」を公表」 

   https://www.med.or.jp/nichiionline/article/010907.html 

（2025 年 8 月 2 日アクセス） 

［3］ 京都市統計ポータルサイト 

   https://www2.city.kyoto.lg.jp/sogo/toukei/Population/Juki/  

（2025 年 7 月 20 日アクセス） 

 

 

の経営状況では医療機器の整備など投資は困難である。既存の建物や医療機能が整っ

た場所に移転すれば、内科の患者の供給源としての役割を発揮できると考える。 

Ｔ診療所は、現在、多くの高齢者のかかりつけ医として事業を行ない、医療保険収

益の約半分（53％）を後期高齢者が占めている。５年後・10 年後も事業を継続する

ためには、若者や子育て世代といった新たな顧客（新規患者）の獲得が急務である。

そのためには、高齢化が進みにくいといった地域の特性を活かし、小児科や婦人科の

ように若者・子育て世代に対応した診療科の設置をすることが効果的と考える。 

ここで考えられる経営戦略は、Ｋこども診療所をＴ診療所に統合することである。 

Ｔ診療所にとって、将来の内科や訪問診療の患者の供給源とも言える小児科の設置

は、事業継続の強みとなる。また、Ｋこども診療所とＴ診療所の立地距離から考え

て、Ｋこども診療所の患者を一定数引き継ぐことができることも、Ｔ診療所にとって

大きなメリットである。 

さらに、法人全体で見ても、Ｋこども診療所で発生している建物や駐車場の賃借

料・清掃等の委託費・管理者の設置に係る人件費など固定費の削減が可能になり、利

益率の上昇が期待できる。統合にかかる初期費用も、Ｔ診療所にはすでに一定の医療

機器が備わっており、新たな投資は最小限に抑えることができる。これは、新規患者

の獲得と費用圧縮が課題のＫこども診療所と、財務基盤が弱体化し新たな投資を抑え

つつも増収が求められているＫ法人の課題と一致している。 

 今後の少子高齢化社会とさらにその先にある人口構成に対応するための戦略とし

て、地域の特性やニーズに合った内容で、年齢にとらわれない事業を展開することが

Ｋ法人にとって重要である。ただし、Ｋ法人には、他にも課題が多く残っている。 

医療と介護の連携促進、医科歯科連携、会員の高齢化で縮小傾向にある友の会の課題

など、今ある強みを活かし地域に貢献できる組織づくりが急務であると考えられる。 
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［4］ 全国福祉医療施設協議会 

   http://zenkoku-iryokyo.jp/ （2025 年 8 月 2 日アクセス） 

［5］成育こどもシンクタンク 国立研究開発法人 国立成育医療研究センター(2023) 

  『こどものイマを考える 第 1 号 2023 年 10 月』 PDF ファイル 

  https://www.ncchd.go.jp/center/activity/kodomo_thinktank/pr/ima01.pdf  

  （2025 年 8 月 2 日アクセス） 
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